
証 券 コ ー ド 6492
平成30年２月９日

株 主 各 位
北九州市門司区中町 1番 14号

代表取締役社長 岡 野 正 紀
　

「第118回定時株主総会招集ご通知」に関する
インターネット開示情報のご案内
（法令および定款に基づくみなし提供事項）

　法令および当社定款第17条の規定に基づき、「第118回定時株主総会招集ご通知」

のうち、当社ウェブサイト（http://www.okano-valve.co.jp/） に掲載すること

により当該添付書類から記載を省略した事項は次のとおりとなりますので、ご高

覧賜りますようお願い申しあげます。

　

記

　

１. 連結計算書類の「連結注記表」 ２頁～ ７頁

２. 計算書類の「個別注記表」 ８頁～ 12頁

　

以 上
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連 結 注 記 表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

　 1. 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の数 1社

　 連結子会社は岡野クラフト㈱であります。

　 2. 持分法の適用に関する事項

持分法を適用した関連会社の数 1社

(1) 持分法を適用した関連会社はスペロ機械工業㈱であります。

(2) 持分法の適用会社は決算日が連結決算日と異なるため、適用会社の事業年度に係る計算書類

を使用しております。

　 3. 連結子会社の事業年度等に関する事項

　 連結子会社の岡野クラフト㈱の決算日は９月30日であります。

　 連結計算書類の作成にあたっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

　 4. 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　 有価証券

　 その他有価証券

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

　 たな卸資産

製品及び仕掛品………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原 材 料………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

…………定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物 10～50年

機械装置及び運搬具 6～17年

無形固定資産

（リース資産を除く）

…………定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（5年）に基づいております。

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年02月01日 11時57分 $FOLDER; 2ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



リ ー ス 資 産…………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年11月30日以前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。
　

(3) 重要な引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金………連結子会社については、従業員の賞与の支給に備えるため、将来

の支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を計上しておりま

す。

製品保証引当金………当社が納入した製品の無償交換費用等の将来の支出に備えるた

め、今後発生すると見込まれる額を計上しております。

工事損失引当金………工事契約に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度におけ

る損失見込額を計上しております。

役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給

額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、期間定額基準によっております。

②数理計算上の差異の費用処理方法

　数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会

計年度から費用処理しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工

事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法による）を適用し、その他の工事につい

ては工事完成基準を適用しております。

(6) 消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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連結貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 6,271,334千円

2. 担保に供している資産

土 地 54,906千円

　 なお、対応する債務はありません。

3．損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と、これに対応する工事損失引当金は225,289

千円（仕掛品225,289千円）を相殺表示しております。

4. 国庫補助金の受入れにより、機械装置及び運搬具662,463千円、有形固定資産その他25,211千

円を取得価額より直接減額しております。

　

連結株主資本等変動計算書に関する注記

1. 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増 加 減 少 当連結会計年度末

普通株式 17,930,000株 － 16,137,000株 1,793,000株

　
（注１）平成29年２月24日開催の第117回定時株主総会決議により、平成29年６月１日付で普通

株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。これにより、発行済株式総
数は、16,137,000株減少し、1,793,000株となっております。

（注２）平成29年２月24日開催の第117回定時株主総会決議により、平成29年６月１日付で株式
併合に伴う定款変更が行われ、単元株式数は1,000株から100株となっております。

2. 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

決 議 株式の種類 配当金総額
１株当たり
配 当 額

基 準 日 効力発生日

平成29年２月24日
定 時 株 主 総 会

普通株式 34,719千円 2.0円 平成28年11月30日 平成29年２月27日

　

3. 当連結会計年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

平成30年２月27日開催の定時株主総会に次のとおり付議しております。

普通株式の配当に関する事項
　

配当金の総額 34,713千円

配当の原資 利益剰余金

１株当たり配当額 20.0円

基準日 平成29年11月30日

効力発生日 平成30年２月28日
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金融商品に関する注記

　 1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、自己資金及び銀行等金融

機関からの借入により資金を調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、当社グループの製

品・サービスは、その大半を総合商社経由で販売しており、商社を経由しない販売先につい

ても、国内大手プラント及びメーカー、電力事業者等、極めて信頼性の高い取引先が中心で

あることから、顧客の信用リスクは極めて低いものと想定した与信管理を実施することとし

ております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場価格の変動リスク

に晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、ま

た、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが2ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金の使途は設備投資資金であります。

(3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格のない場合には合理的に算

定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することもあります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項

　平成29年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については以下のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりませ

ん。（（注２）参照）

連結貸借対照表計
上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

（1）現金及び預金 4,488,192 4,488,192 －

（2）受取手形及び売掛金 4,847,938 4,847,938 －

（3）投資有価証券 283,933 283,933 －

資産計 9,620,065 9,620,065 －

（1）支払手形及び買掛金 603,202 603,202 －

（2）未払法人税等 173,205 173,205 －

（3）長期借入金 2,500,000 2,504,327 4,327

負債計 3,276,407 3,280,734 4,327

　

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資 産

（1）現金及び預金、並びに（2）受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

（3）投資有価証券

投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。

負 債

（1）支払手形及び買掛金、並びに（2）未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額とほぼ等しいことから、

当該帳簿価額によっております。

　（3）長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在の価値により算定しております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区 分 連結貸借対照表計上額（千円）

非上場株式 118,678

関係会社株式 123,151

　これらについては、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められることから、

投資有価証券に含めておりません。

　

１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 5,428円56銭

2. １株当たり当期純利益 111円73銭

（注）平成29年６月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。

当連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定

しております。

　
重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

　

　

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

　1. 有価証券の評価基準及び評価方法

　 子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法

　 その他有価証券

時価のあるもの……決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの……移動平均法による原価法

　2. たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品………個別法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

原 材 料………移動平均法による原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

　3. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産

（リース資産を除く）

………定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物 10～50年

機械及び装置 6～17年

無形固定資産

（リース資産を除く）

………定額法

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可

能期間（5年）に基づいております。

リ ー ス 資 産………所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用し

ております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取

引開始日が平成20年11月30日以前のリース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

　4. 引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金………債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

製品保証引当金………当社が納入した製品の無償交換費用等の将来の支出に備えるた

め、今後発生すると見込まれる額を計上しております。

工事損失引当金………工事契約に係る将来の損失に備えるため、当事業年度における損

失見込額を計上しております。

退職給付引当金………従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。
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(1)退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、期間定額基準

によっております。

(2)数理計算上の差異の費用処理方法

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理しております。

なお、退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額

の会計処理の方法は、連結計算書類におけるこれらの会計処

理の方法と異なっております。

役員退職慰労引当金… 役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社内規に基づく期末要

支給額を計上しております。

5. 収益及び費用の計上基準

　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進

行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法による）を適用し、その他の工事については

工事完成基準を適用しております。

6. 消費税等の会計処理

　 消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

　

貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額 6,133,914千円

2. 担保に供している資産

土 地 71,524千円

　 なお、対応する債務はありません。

3. 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 1,244,190千円

短期金銭債務 234,449千円

4. 損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と、これに対応する工事損失引当金は225,289

千円（仕掛品225,289千円）を相殺表示しております。

5. 国庫補助金の受入れにより、機械及び装置662,463千円、工具、器具及び備品25,211千円

を取得価額より直接減額しております。
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損益計算書に関する注記

　 関係会社との取引高

売 上 高 2,978,524千円

仕 入 高 1,667,713千円

営業取引以外の取引高 38,135千円

　

株主資本等変動計算書に関する注記

　 自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増 加 減 少 当事業年度末

普通株式 570,192株 1,111株 513,960株 57,343株

　平成29年２月24日開催の第117回定時株主総会決議により、平成29年６月１日付で普通株式
10株につき１株の割合で株式併合を行っております。

税効果会計に関する注記

　 繰延税金資産

退職給付引当金 192,413千円

工事損失引当金 69,262千円

役員退職慰労引当金 75,407千円

減損損失 39,117千円

投資有価証券評価損 36,046千円

原材料評価損 20,972千円

仕掛品評価損 26,686千円

その他 113,926千円

繰延税金資産小計 573,833千円

評価性引当額 △205,940千円

繰延税金資産合計 367,892千円

　 繰延税金負債

　 その他有価証券評価差額金 35,422千円

繰延税金負債合計 35,422千円

繰延税金資産の純額 332,470千円

リースにより使用する固定資産に関する注記

　貸借対照表に計上した固定資産のほか、メンテナンス事業における溶接・切削機器等について

は、所有権移転外ファイナンス・リース契約により使用しております。
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関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等
の名称

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

その他の
関係会社

岡野商事㈱
(被所有)
直接21.5

兼任
４名

当社製品
等の販売

製品等の販売 2,978,524 売掛金 1,175,473

　

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

(1）製品等の販売につきましては、受注の都度当社で作成した見積価格を提示し、価格交渉の

上、受注価格を決定しております。

(2）上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まない金額で記載し、各科目の残高は消費税等を

含む金額で記載しております。

　

子会社及び関連会社

属性
会社等

の名称

議決権等

の所有

(被所有)

割合(％)

関係内容

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）役員の

兼任等

事業上

の関係

子会社
岡野クラ

フト㈱

直接

100

兼任

２名

当社製品
の機械加
工・メン
テナンス
作業の外
注

機械加工・メンテ
ナンス等の外注

1,408,160 買掛金 211,194

　

(注) 取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 機械加工・メンテナンス等の外注費につきましては、市場価格を勘案して毎期価格交渉の

上、一般的取引条件と同様に決定しております。

(2) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まない金額で記載し、各科目の残高は消費税等を

含む金額で記載しております。
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１株当たり情報に関する注記

1. １株当たり純資産額 4,978円41銭

2. １株当たり当期純利益 118円84銭

（注）平成29年６月１日付で普通株式10株につき１株の割合で株式併合を行っております。
　 当事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり当期純利益を算定しており

ます。

　

重要な後発事象に関する注記

該当する事項はありません。

　

　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 12 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年02月01日 11時57分 $FOLDER; 12ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）


